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市民後見人の育成、フォロー体制の構築

　大阪市成年後見支援センターは、平 19 年度の開設時より養成を開始した市民後見人（第

10 期まで終了）に対する活動支援を専門職による専門相談を活用して初動期、定期、随時

行っている。また、市民後見人活動マニュアルを作成、配布したり、継続的な研修を実施

することで、市民後見人が安心して活動を行える体制を確保するとともに、活動する市民

後見人の質の担保にも寄与している。

（大阪市成年後見支援センター、ヒアリング調査等における聞き取り結果をもとに作成）

参考事例のご紹介

大阪市成年後見支援センターの市民後見人への相談支援体制

初動期（活動開始時）
○初動の打ち合わせ
　＜初動期チェックリスト＞で確認
○１か月目財産目録作成支援

３か月目　活動状況確認
半年ごとの家裁への報告前
　＜定期相談チェックリスト＞で確認
○財産管理の確認・助言
　・領収書等と通帳の突合せ
　・預金額について前回との差額確認
　・収支予定表の確認
　・後見事務費の取得　等
○身上監護の確認・助言
　・ケアプラン、体調面、医療状況の

確認
○市民後見人活動状況
　・訪問回数の確認
　・課題解決に向けた相談

＊その他、課題が生じた時に必要に応じ
て専門相談を実施

○日常の活動に対する相談支援
○課題によっては専門相談へ繋ぎ、専門
相談員へ助言を求める。
定例
○家裁への報告のため専門相談案内
○センター報告案内・送付
　　（３か月ごと）

・活動開始の際の初動期セットの手渡し、説明
（受取書・報告書類・後見事務費基準・名刺・
市民後見人リーフレット・緊急連絡先）
・助言内容の確認、提出書類の作成支援

　市民後見人受任後の活動は、専門相談と日常的な支援で支えています。専門相談員は
養成、受任調整に関わる専門職が担っています。

センター職員による専門相談後のフォロー

＊相談員で事務担当制とし、家裁への報告時期、センター報告時期の管理
＊相談内容は相談記録システムに入力し、職員間で情報を共有
＊本人危篤時など、緊急時 24時間連絡がとれる体制
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【専門相談員】
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